
現状 （国の行政機関の場合）

業務運営
主務大臣が毎年度定める目標を達成するための計画に基づき、
個別法に定められた業務を館長の総理の下で実施

（各府省設置法に定められた業務を実施）

組織の長 主務大臣による任命 （法令に基づき定められた任命権者が任命）

財務 運営費交付金等の国費、民間からの寄付、事業収入等 （国費）

定員管理の仕組み 運営費交付金の範囲内（法令に基づく定員管理の対象外） （法令に基づく定員管理を実施）

立法府文書の扱い
立法府文書・司法府文書の移管については、内閣総理大臣とそ
れぞれの長の協議による定めに基づき実施（司法府については
実施中）

人材の育成・確保 専門性のあるアーキビスト等の採用の拡大、育成を図っている

国立公文書館の組織の在り方について

【参考】平成21年６月23日参議院内閣委員会公文書管理法案審議附帯決議
二十、行政機関のみならず三権の歴史公文書等の総合的かつ一体的な管理を推進するため、国立公文書館の組織の在り方について、独立行政法人組

織であることの適否を含めて、検討を行うこと。

資料３
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【参考】 各国国立公文書館における組織形態

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

設立年 1971年 1934年 1838年 1790年 1919年

所管機関

内閣府所管の独立行
政法人

連邦政府の独立機関 文化・メディア・スポー
ツ省所管政府機関兼
エグゼクティブ・エー
ジェンシー

文化通信省の全国管
轄部局※の１つ

※中央と地方出先機関の中間
的役割を担う組織

連邦首相府（文化担当
国務大臣）の下に置か
れた国家機関

根拠法令

国立公文書館法
（1999）
公文書管理法
（2009）

連邦記録法（1950）
等

公記録法(1958） 文化遺産法（2004）
連邦公文書保存利
用法（1988）

国立公文書記録管理院
（ＮＡＲＡ）

文化・メディア・スポー
ツ省

国立公文書館
（ＴＮＡ）

文化通信省

国立公文書館
（ＡＮ）等

連邦首相府

文化担当大臣

連邦公文書館

内閣府

国立公文書館
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（参考） 各国国立公文書館における施設の役割分担

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

・保存は、２館（東京本
館及びつくば分館）で、
書庫面積・利用頻度等
を考慮して実施

・修復、利用、展示等の
各種機能は主に本館に
集約（分館においても
付随的に実施）

※外交史料館、宮内公文書
館を含む「国立公文書館
等」（13施設）は別組織

・保存は、ユーザー層
や利用動態を意識し
つつ、時代別・媒体
別に保存する場所を
選択

・その他の機能は本
館と新館で役割分担

本館（ﾜｼﾝﾄﾝDC）
→展示・学習機能

新館（ﾒﾘｰﾗﾝﾄﾞ州）
→閲覧利用機能

※このほか地域分館(14)、
レコードセンター(17)、
大統領図書館（13）が存
在

・保存も含め各種機能を
本館（ロンドン郊外）に
集約（かつては複数の
施設に分散していたが、
2008年に本館を改築し
集約化）

※スコットランド、北アイルラ
ンドの公文書館は別組織

・保存と利用、調査研究
は３館（パリ、フォン
テーヌブロー、ピエー
ルフィット）で所蔵資料
のまとまり毎に実施

・展示は２館（パリ、ピ
エールフィット）で実施

・組織管理機能は１館
（ピエールフィット）に集
約

※このほか国立海外文書館
国立労働文書館が存在。
国防省公文書館、外務省
公文書館は別組織

・保存と利用は各館（コ
ブレンツ本館、ベルリン
本館、軍事公文書館、
映画資料館ほか全国９
施設）で所蔵資料のま
とまり毎に実施

・総務部門、サービス管
理部門はベルリン本部
とコブレンツ本館に集約

※シュタージ(＊）文書管理庁
と外務省政治資料館は別
組織

(＊）旧東ドイツで秘密警察を統括した国家
保安省の略称
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